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当行の会社法第444条第1項及び第3項の規定により作成した書類は、会社法第396条第1項による新日本有限責任監査法人の監査を受けて

います。

また、当行の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結キャッ

シュ・フロー計算書は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき新日本有限責任監査法人の監査証明を受けています。次の連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書は、上記の連結財務諸表に基づ

いて作成しています。

　
　
　
■連結貸借対照表

（単位：百万円）

区分
平成27年度

（平成28年3月31日）
平成28年度

（平成29年3月31日）

資産の部

現金預け金 180,446 169,874

買入金銭債権 3,421 3,534

金銭の信託 400 398

有価証券 638,161 668,978

貸出金 1,414,305 1,456,516

外国為替 3,198 2,990

その他資産 27,255 6,956

有形固定資産 24,859 24,952

建物 3,522 3,932

土地 19,522 19,486

建設仮勘定 26 5

その他の有形固定資産 1,787 1,526

無形固定資産 2,530 2,081

ソフトウエア 2,241 1,885

その他の無形固定資産 289 195

繰延税金資産 860 797

支払承諾見返 12,253 12,401

貸倒引当金 △ 14,896 △ 14,177

資産の部合計 2,292,796 2,335,305

区分
平成27年度

（平成28年3月31日）
平成28年度

（平成29年3月31日）

負債の部

預金 2,093,837 2,150,949

譲渡性預金 6,391 5,342

コールマネー及び売渡手形 6,760 5,048

債券貸借取引受入担保金 ― 2,144

借用金 15,370 2,775

外国為替 144 59

その他負債 21,717 20,379

賞与引当金 681 686

退職給付に係る負債 8,622 8,053

役員退職慰労引当金 11 12

睡眠預金払戻損失引当金 281 328

繰延税金負債 3,354 2,389

再評価に係る繰延税金負債 4,049 4,047

支払承諾 12,253 12,401

負債の部合計 2,173,477 2,214,617

純資産の部

資本金 16,062 16,062

資本剰余金 11,375 11,375

利益剰余金 60,383 62,195

自己株式 △ 1,211 △ 1,191

株主資本合計 86,609 88,441

その他有価証券評価差額金 21,879 20,554

土地再評価差額金 8,297 8,307

退職給付に係る調整累計額 △ 1,932 △ 1,522

その他の包括利益累計額合計 28,244 27,339

新株予約権 161 201

非支配株主持分 4,303 4,705

純資産の部合計 119,319 120,687

負債及び純資産の部合計 2,292,796 2,335,305
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■連結損益計算書
（単位：百万円）

区分
平成27年度

（平成27年4月1日から平成28年3月31日まで）

平成28年度
（平成28年4月1日から平成29年3月31日まで）

経常収益 49,017 44,106

資金運用収益 26,616 26,514

貸出金利息 18,748 18,343

有価証券利息配当金 7,653 7,941

コールローン利息及び買入手形利息 11 8

預け金利息 122 132

その他の受入利息 81 87

信託報酬 2 ―

役務取引等収益 6,728 6,543

特定取引収益 87 41

その他業務収益 13,800 9,852

その他経常収益 1,783 1,154

貸倒引当金戻入益 ― 195

償却債権取立益 1 1

その他の経常収益 1,782 957

経常費用 42,851 40,048

資金調達費用 1,318 755

預金利息 1,001 618

譲渡性預金利息 9 4

コールマネー利息及び売渡手形利息 88 35

債券貸借取引支払利息 18 6

借用金利息 199 89

その他の支払利息 0 0

役務取引等費用 3,047 3,271

その他業務費用 13,014 11,112

営業経費 24,029 24,167

その他経常費用 1,441 741

貸倒引当金繰入額 301 ―

その他の経常費用 1,140 741

経常利益 6,166 4,057

特別利益 0 0

固定資産処分益 0 0

特別損失 56 58

固定資産処分損 54 51

減損損失 2 6

税金等調整前当期純利益 6,109 3,999

法人税、住民税及び事業税 1,952 769

法人税等調整額 497 △ 74

法人税等合計 2,449 694

当期純利益 3,660 3,305

非支配株主に帰属する当期純利益 417 407

親会社株主に帰属する当期純利益 3,242 2,898

　

　

■連結包括利益計算書
（単位：百万円）

区分
平成27年度

（平成27年4月1日から平成28年3月31日まで）

平成28年度
（平成28年4月1日から平成29年3月31日まで）

当期純利益 3,660 3,305

その他の包括利益 △ 2,227 △ 914

その他有価証券評価差額金 676 △ 1,324

土地再評価差額金 213 ―

退職給付に係る調整額 △ 3,117 410

持分法適用会社に対する持分相当額 △ 0 0

包括利益 1,432 2,391

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 1,014 1,983

非支配株主に係る包括利益 417 407
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■連結株主資本等変動計算書
平成27年度（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで） （単位：百万円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 16,062 11,375 58,399 △ 1,229 84,607

当期変動額

剰余金の配当 △ 1,251 △ 1,251

親会社株主に帰属する当期純利益 3,242 3,242

自己株式の取得 △ 3 △ 3

自己株式の処分 △ 6 21 15

株主資本以外の項目の当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― 1,984 17 2,002

当期末残高 16,062 11,375 60,383 △ 1,211 86,609
　

その他の包括利益累計額

新株予約権
非支配
株主持分

純資産合計その他有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 21,202 8,084 1,184 30,472 127 3,891 119,098

当期変動額

剰余金の配当 △ 1,251

親会社株主に帰属する当期純利益 3,242

自己株式の取得 △ 3

自己株式の処分 15

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 676 213 △ 3,117 △ 2,227 33 412 △ 1,781

当期変動額合計 676 213 △ 3,117 △ 2,227 33 412 220

当期末残高 21,879 8,297 △ 1,932 28,244 161 4,303 119,319

　
平成28年度（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで） （単位：百万円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 16,062 11,375 60,383 △ 1,211 86,609

会計方針の変更による累積的影響額 95 95

会計方針の変更を反映した当期首残高 16,062 11,375 60,479 △ 1,211 86,705

当期変動額

剰余金の配当 △ 1,168 △ 1,168

親会社株主に帰属する当期純利益 2,898 2,898

自己株式の取得 △ 2 △ 2

自己株式の処分 △ 3 22 19

土地再評価差額金の取崩 △ 9 △ 9

株主資本以外の項目の当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― 1,716 20 1,736

当期末残高 16,062 11,375 62,195 △ 1,191 88,441
　

その他の包括利益累計額

新株予約権
非支配
株主持分

純資産合計その他有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 21,879 8,297 △ 1,932 28,244 161 4,303 119,319

会計方針の変更による累積的影響額 95

会計方針の変更を反映した当期首残高 21,879 8,297 △ 1,932 28,244 161 4,303 119,414

当期変動額

剰余金の配当 △ 1,168

親会社株主に帰属する当期純利益 2,898

自己株式の取得 △ 2

自己株式の処分 19

土地再評価差額金の取崩 △ 9

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △ 1,324 9 410 △ 904 39 401 △ 463

当期変動額合計 △ 1,324 9 410 △ 904 39 401 1,272

当期末残高 20,554 8,307 △ 1,522 27,339 201 4,705 120,687
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■連結キャッシュ・フロー計算書
（単位：百万円）

区分
平成27年度

（平成27年4月1日から平成28年3月31日まで）

平成28年度
（平成28年4月1日から平成29年3月31日まで）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 6,109 3,999

減価償却費 1,585 1,531

減損損失 2 6

持分法による投資損益（△は益） △ 12 △ 9

貸倒引当金の増減（△） △ 129 △ 719

賞与引当金の増減額（△は減少） △ 26 4

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △ 7,116 20

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 2 1

睡眠預金払戻損失引当金の増減（△） 112 46

資金運用収益 △ 26,616 △ 26,514

資金調達費用 1,318 755

有価証券関係損益（△） 6,793 9,156

金銭の信託の運用損益（△は運用益） 20 1

為替差損益（△は益） 0 0

固定資産処分損益（△は益） 36 16

特定取引資産の純増（△）減 7 ―

貸出金の純増（△）減 △ 69,215 △ 42,211

預金の純増減（△） 16,190 57,112

譲渡性預金の純増減（△） 606 △ 1,049

借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△） △ 121 △ 95

預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 △ 281 321

コールローン等の純増（△）減 593 △ 112

コールマネー等の純増減（△） △ 12,466 △ 1,712

債券貸借取引受入担保金の純増減（△） △ 4,309 2,144

外国為替（資産）の純増（△）減 595 208

外国為替（負債）の純増減（△） 20 △ 85

資金運用による収入 27,798 27,562

資金調達による支出 △ 1,464 △ 849

その他 △ 830 207

小計 △ 60,797 29,738

法人税等の支払額 △ 1,211 △ 2,184

法人税等の還付額 199 2

営業活動によるキャッシュ・フロー △ 61,809 27,555

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △ 594,370 △ 609,016

有価証券の売却による収入 540,721 516,433

有価証券の償還による収入 62,276 69,651

有形固定資産の取得による支出 △ 1,004 △ 1,053

無形固定資産の取得による支出 △ 1,150 △ 177

有形固定資産の売却による収入 0 32

投資活動によるキャッシュ・フロー 6,472 △ 24,129

財務活動によるキャッシュ・フロー

劣後特約付借入金の返済による支出 ― △ 12,500

配当金の支払額 △ 1,250 △ 1,167

非支配株主への配当金の支払額 △ 5 △ 5

自己株式の取得による支出 △ 3 △ 2

ストックオプションの行使による収入 0 0

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,259 △ 13,676

現金及び現金同等物に係る換算差額 0 △ 0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △ 56,596 △ 10,250

現金及び現金同等物の期首残高 236,234 179,638

現金及び現金同等物の期末残高 179,638 169,387
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■注記事項（平成28年度）

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）
１．連結の範囲に関する事項

⑴ 連結子会社 ３社

主要な連結子会社名は、「当行グループの概要」に記載しているた

め省略しました。

⑵ 非連結子会社

株式会社佐銀キャピタル＆コンサルティング

佐銀ベンチャーキャピタル投資事業有限責任組合第二号

佐銀ベンチャーキャピタル投資事業有限責任組合第三号

非連結子会社は、その資産、経常収益、当期純損益（持分に見合う

額）、利益剰余金（持分に見合う額）及びその他の包括利益累計額

（持分に見合う額）等からみて、連結の範囲から除いても企業集団の

財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性

が乏しいため、連結の範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項

⑴ 持分法適用の非連結子会社 １社

株式会社佐銀キャピタル＆コンサルティング

⑵ 持分法適用の関連会社 １社

佐銀リース株式会社

⑶ 持分法非適用の非連結子会社

佐銀ベンチャーキャピタル投資事業有限責任組合第二号

佐銀ベンチャーキャピタル投資事業有限責任組合第三号

⑷ 持分法非適用の関連会社

さぎん６次産業化投資事業有限責任組合第１号

佐賀観光活性化投資事業有限責任組合第１号

持分法非適用の非連結子会社及び関連会社は、当期純損益（持分に

見合う額）、利益剰余金（持分に見合う額）及びその他の包括利益累

計額（持分に見合う額）からみて、持分法の対象から除いても連結財

務諸表に重要な影響を与えないため、持分法の対象から除いておりま

す。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項

⑴ 特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準

金利、通貨の価格、金融商品市場における相場その他の指標に係る

短期的な変動、市場間の格差等を利用して利益を得る等の目的（以

下、「特定取引目的」という。）の取引については、取引の約定時点を

基準とし、連結貸借対照表上「特定取引資産」及び「特定取引負債」

に計上するとともに、当該取引からの損益を連結損益計算書上「特定

取引収益」及び「特定取引費用」に計上しております。

特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等

については連結決算日の時価により、先物・オプション取引等の派生

商品については連結決算日において決済したものとみなした額により

行っております。

また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当連結会計年

度中の受払利息等に、有価証券及び金銭債権等については前連結会計

年度末と当連結会計年度末における評価損益の増減額を、派生商品に

ついては前連結会計年度末と当連結会計年度末におけるみなし決済か

らの損益相当額の増減額を加えております。

⑵ 有価証券の評価基準及び評価方法

（イ）有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法に

よる償却原価法（定額法）、その他有価証券については原則として

連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動

平均法により算定）、ただし時価を把握することが極めて困難と認

められるものについては移動平均法による原価法により行っており

ます。

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法

により処理しております。

（ロ）有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託

財産として運用されている有価証券の評価は、時価法により行って

おります。

⑶ デリバティブ取引の評価基準及び評価方法

デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法

により行っております。

⑷ 固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産

当行の有形固定資産は、定率法（ただし、平成10年４月１日以

後に取得した建物（建物附属設備を除く。）並びに平成28年４月１

日以後に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採

用しております。

また主な耐用年数は次のとおりであります。

　建 物：３年～60年

　その他：２年～20年

連結子会社の有形固定資産については、法人税法の定める耐用年

数に基づき、主として定率法により償却しております。

②無形固定資産

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利

用のソフトウェアについては、当行及び連結子会社で定める利用可

能期間（５年）に基づいて償却しております。

⑸ 貸倒引当金の計上基準

当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次の

とおり計上しております。

「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金

の監査に関する実務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員

会報告第４号 平成24年７月４日）に規定する正常先債権及び要注

意先債権に相当する債権については、一定の種類毎に分類し、過去の

一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき

計上しております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権

額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除

し、その残額のうち必要と認める額を計上しております。破綻先債権

及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の

処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を計上

しております。

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協

力の下に資産査定部署が資産査定を実施しております。

連結子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率

等を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権について

は、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ計上して

おります。

⑹ 賞与引当金の計上基準

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対

する賞与の支給見込額のうち、当連結会計年度に帰属する額を計上し

ております。

⑺ 役員退職慰労引当金の計上基準

連結子会社の役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払い

に備えるため、役員に対する退職慰労金の支給見積額のうち、当連結

会計年度末までに発生していると認められる額を計上しております。

⑻ 睡眠預金払戻損失引当金の計上基準

睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預

金者からの払戻請求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発生する

損失を見積り必要と認める額を計上しております。

⑼ 退職給付に係る会計処理の方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末

までの期間に帰属させる方法については給付算定式基準によっており

ます。また、過去勤務費用及び数理計算上の差異の損益処理方法は次

のとおりであります。

過去勤務費用：その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の

年数（５年）による定額法により損益処理

数理計算上の差異：各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤

務期間内の一定の年数（５年）による定額法に

より按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計

年度から損益処理

なお、連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算

に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法

を用いた簡便法を適用しております。

⑽ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

当行の外貨建資産・負債については、連結決算日の為替相場による

円換算額を付しております。

⑾ リース取引の処理方法

当行及び連結子会社の所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が平成20年４月１日前に開始する連結会計年

度に属するものについては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によ

っております。
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⑿ 重要なヘッジ会計の方法

（イ）金利リスク・ヘッジ

当行の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計

の方法は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上

及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告

第24号 平成14年２月13日）に規定する繰延ヘッジによってお

ります。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺する

ヘッジについて、ヘッジ対象となる貸出金とヘッジ手段である金利

スワップ取引を一定の（残存）期間毎にグルーピングのうえ特定し

評価しております。

なお、一部の資産については、金利スワップの特例処理を行って

おります。

（ロ）為替変動リスク・ヘッジ

当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対する

ヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に

関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監

査委員会報告第25号 平成14年７月29日）に規定する繰延ヘッ

ジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建

金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワッ

プ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象であ

る外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当

額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価して

おります。

また、外貨建その他有価証券（債券以外）の為替変動リスクをヘ

ッジするため、事前にヘッジ対象となる外貨建有価証券の銘柄を特

定し、当該外貨建有価証券について外貨ベースで取得原価以上の直

先負債が存在していること等を条件に包括ヘッジとして時価ヘッジ

を適用しております。

連結子会社においては、上記（イ）及び（ロ）について、ヘッジ

会計を行っておりません。

⒀ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、連結貸借対

照表上の「現金預け金」のうち現金及び日本銀行への預け金でありま

す。

⒁ 消費税等の会計処理

当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方

式によっております。

　

（会計方針の変更）
（「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針

第26号 平成28年３月28日。以下、「回収可能性適用指針」という。）を

当連結会計年度から適用し、繰延税金資産の回収可能性に関する会計処理

の方法の一部を見直しております。

回収可能性適用指針の適用については、回収可能性適用指針第49項

（4）に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首時点に

おいて回収可能性適用指針第49項（3）①から③に該当する定めを適用し

た場合の繰延税金資産及び繰延税金負債の額と、前連結会計年度末の繰延

税金資産及び繰延税金負債の額との差額を、当連結会計年度の期首の利益

剰余金に加算しております。

この結果、当連結会計年度の期首において、繰延税金資産が95百万円、

利益剰余金が95百万円増加しております。

当連結会計年度の期首の純資産に影響額が反映されたことにより、連結

株主資本等変動計算書の利益剰余金の期首残高は95百万円増加しておりま

す。

（「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱

い」の適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変

更に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）

を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設

備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

この結果、当連結会計年度の経常利益及び税金等調整前当期純利益はそ

れぞれ６百万円増加しております。

（連結貸借対照表関係）
１．非連結子会社及び関連会社の株式又は出資金の総額

株 式 506百万円

出資金 778百万円

２．貸出金及びその他資産のうち破綻先債権額及び延滞債権額は次のとお

りであります。

破綻先債権額 1,847百万円

延滞債権額 27,117百万円

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続し

ていることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込み

がないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った

部分を除く。以下、「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税

法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第１項第３号イからホまでに

掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金でありま

す。

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及

び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予

した貸出金以外の貸出金であります。

その他資産のうち、貸出金に準じるものとして、求償債権を上記の対

象としており、その債権額は次のとおりであります。

381百万円

３．貸出金のうち３カ月以上延滞債権額は次のとおりであります。

３カ月以上延滞債権額 ―百万円

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日

の翌日から３月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該

当しないものであります。

４．貸出金のうち貸出条件緩和債権額は次のとおりであります。

貸出条件緩和債権額 6,112百万円

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ること

を目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放

棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延

滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。

５．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和

債権額の合計額は次のとおりであります。

合計額 35,077百万円

なお、上記２.から５.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であ

ります。

６．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及

び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号

平成14年２月13日）に基づき金融取引として処理しております。これ

により受け入れた商業手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保と

いう方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は

次のとおりであります。

8,054百万円

７．担保に供している資産は次のとおりであります。

担保に供している資産

有価証券 4,995百万円

担保資産に対応する債務

預金 2,888百万円

債券貸借取引受入担保金 2,144百万円

上記のほか、為替決済、信託業務、デリバティブ等の取引の担保ある

いは先物取引証拠金等の代用として、次のものを差し入れております。

有価証券 74,882百万円

また、その他資産には、保証金が含まれておりますが、その金額は次

のとおりであります。

保証金 1,150百万円

８．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客か

らの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について

違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約で

あります。これらの契約に係る融資未実行残高は次のとおりであります。

融資未実行残高 534,985百万円

うち原契約期間が１年以内のもの 531,472百万円

（又は任意の時期に無条件で取消可能なもの）
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なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものである

ため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行及び連結子会社の将来の

キャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約

の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由がある

ときは、当行及び連結子会社が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契

約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。ま

た、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求する

ほか、契約後も定期的に（半年毎に）予め定めている行内（社内）手続

に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全

上の措置等を講じております。

９．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に

基づき、当行の事業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当

該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負

債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純

資産の部に計上しております。

　 再評価を行った年月日

　 平成10年３月31日

　 同法律第３条第３項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第

119号）第２条第１号に定める地価公示法に基づいて、（奥行価格補

正、時点修正、近隣売買事例による補正等）合理的な調整を行って算

出。

同法律第10条に定める再評価を行った事業用の土地の期末における時

価の合計額と当該事業用の土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額

8,876百万円

10．有形固定資産の減価償却累計額

減価償却累計額 26,373百万円

11．有形固定資産の圧縮記帳額

圧縮記帳額 4,102百万円

（当該連結会計年度の圧縮記帳額） （―百万円）

12．借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約

が付された劣後特約付借入金が含まれております。

劣後特約付借入金 2,500百万円

13．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第

２条第３項）による社債に対する保証債務の額

1,826百万円

　

（連結損益計算書関係）
１．その他の経常収益には、次のものを含んでおります。

株式等売却益 103百万円

固定資産貸付料 127百万円

時効完成預金繰入 358百万円

２．その他の経常費用には、次のものを含んでおります。

株式等償却 0百万円

時効完成預金支払 178百万円

株式派生商品費用 380百万円

３．減損損失

当行グループは、営業キャッシュ・フローの低下や市場価格の著しい

低下により以下の資産について回収可能価額まで減額し、当該減少額を

減損損失として特別損失に計上しております。

（単位：百万円）

地域 主な用途 種類 減損損失

佐賀県内 営業店舗４か所 土地・建物・動産 6

合 計 ― ― 6

当該資産の回収可能価額は、正味売却価額により測定しております。

正味売却価額については不動産鑑定評価基準等に準じて評価した額から

処分費用見込額を控除して算定しております。

資産のグルーピング方法は、当行では管理会計上の最小区分である営

業店単位（ただし、連携して営業を行っている営業店グループは当該グ

ループ単位）でグルーピングを行っておりますが、銀行全体に関連する

資産（本部使用資産、社宅、ATMコーナー等）は共用資産とし、遊休資

産については各々独立した単位として取り扱っております。また、連結

子会社では各社をグルーピングの単位として取り扱っております。

　

（連結包括利益計算書関係）

その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

その他有価証券評価差額金

当期発生額 △9,505百万円

組替調整額 7,269百万円

税効果調整前 △2,236百万円

税効果額 911百万円

その他有価証券評価差額金 △1,324百万円

退職給付に係る調整額

当期発生額 14百万円

組替調整額 575百万円

税効果調整前 589百万円

税効果額 △179百万円

退職給付に係る調整額 410百万円

持分法適用会社に対する持分相当額

当期発生額 0百万円

組替調整額 ―百万円

持分法適用会社に対する持分相当額 0百万円

その他の包括利益合計 △914百万円

（連結株主資本等変動計算書関係）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する

事項

（単位：千株）

当連結会計年度
期首株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数

摘要

発行済株式

普通株式 171,359 ― ― 171,359

自己株式

普通株式 4,422 10 82 4,349 （注）

（注）増加は単元未満株式の買取り10千株、減少は新株予約権の行使82

千株によるものであります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分
新株予約権
の内訳

新株予約権の
目的となる株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（百万円）

摘要当連結会計
年度期首

当連結会計年度 当連結会計
年度末増加 減少

当行
ストック・オプ
ションとしての
新株予約権

― 201

合 計 ― 201

３．配当に関する事項

⑴ 当連結会計年度中の配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成28年６月29日
定時株主総会

普通株式 584 3.5
平成28年
３月31日

平成28年
６月30日

平成28年11月10日
取締役会

普通株式 584 3.5
平成28年
９月30日

平成28年
12月５日

⑵ 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が

当連結会計年度の末日後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成29年６月29日
定時株主総会

普通株式 584 利益剰余金 3.5
平成29年
３月31日

平成29年
６月30日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）
現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係

現金預け金勘定 169,874百万円

預け金（日本銀行への預け金を除く） △486百万円

現金及び現金同等物 169,387百万円

　

（リース取引関係）
１．ファイナンス・リース取引

⑴ 所有権移転外ファイナンス・リース取引

該当事項はありません。

⑵ 通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行っている所有権

移転外ファイナンス・リース取引

当該リース取引の金額に重要性が乏しいため、記載を省略しており

ます。

２．オペレーティング・リース取引

該当事項はありません。

　

（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

⑴ 金融商品に対する取組方針

当行グループは、預金等で資金を調達し、貸出金や有価証券等で運

用するという銀行業務を主として営んでおります。預金、貸出金や有

価証券等の金融資産・金融負債は、金利リスク・価格変動リスク等を

有しており、これらのリスクを適切にコントロールし安定的な収益を

計上するため、当行では、資産及び負債の総合的管理（ALM）を行

い、その一環として、デリバティブ取引を行っております。

⑵ 金融商品の内容及びそのリスク

当行グループが保有する金融資産は、主として国内の事業会社、地

方公共団体及び個人に対する貸出金であり、取引先の契約不履行によ

る信用リスクに晒されております。当行では融資の規範であるクレジ

ットポリシーに業種毎の与信限度シェアを定めており、特定業種への

与信集中はありません。

有価証券は、主に株式、債券、投資信託及び組合出資金であり、満

期保有目的、純投資目的及び事業推進目的で保有しているほか、一部

は売買目的で保有しております。これらは、それぞれ発行体の信用リ

スク及び金利リスク、価格変動リスクに晒されております。

借入金及びコールマネーは、一定の環境の下で当行グループが市場

を利用できなくなる場合など、支払期日にその支払いを実行できなく

なる流動性リスクに晒されております。また、変動金利の借入を行っ

ております。

デリバティブ取引にはALMの一環で行っている金利スワップ取引が

あります。当行では、金利スワップ取引をヘッジ手段として、ヘッジ

対象である貸出金に関わる金利の変動リスクに対してヘッジ会計を適

用しております。これらのヘッジ開始時から有効性判定時点までの期

間において、ヘッジ対象とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累

計を比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジの有効性を評価し

ております。

また、金利スワップ取引をヘッジ手段として、ヘッジ対象である長

期貸出金に金利スワップの特例処理を行っております。一部ヘッジ会

計の要件を満たしていない取引は、為替及び金利の変動リスクに晒さ

れております。

⑶ 金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスクの管理

当行グループは、当行の信用リスクに関する管理諸規程に従い、

「債務者信用格付制度」、「自己査定」などの個別のリスク管理に加

え、統計的手法によって、今後１年間の損失額を計量的に把握する

「信用リスク計量化」に取り組んでいる他、与信限度額の設定、問題

債権への対応など与信管理に関する体制を整備し運営しております。

これらの与信管理は、与信関連部署より定期的に経営陣に対し大口

取引先への与信状況やポートフォリオ全体のリスク量等の報告を行

っております。

②市場リスクの管理

（ⅰ）金利リスクの管理

当行グループは、ALMによって金利リスクを管理しておりま

す。「市場リスク管理規程」など市場リスク管理に関する諸規定に

おいて、リスク管理方法や手続等の詳細を規定しており、リスク

限度額をALM会議で協議の上、常務会で決定しております。所管

部はALM会議において実施状況の把握・確認、今後の対応等の協

議を行っております。日常的にはALM担当部において金融資産及

び負債について、ギャップ分析や金利感応度分析等によりモニタ

リングを行い、毎月ALM会議で報告しております。なお、ALM

により金利リスクをヘッジするための金利スワップ等のデリバテ

ィブ取引も行っております。

（ⅱ）為替リスクの管理

当行グループは、為替の変動リスクに関して、当行全体の為替

ポジションを把握した上で管理を行い、必要に応じて通貨スワッ

プ等を利用しております。

（ⅲ）価格変動リスクの管理

株式等の保有については、ALM会議の方針に基づき、ALM会

議で協議の上、常務会で決定したリスク限度額の枠内で行ってお

ります。このうち、純投資目的については、事前審査、継続的な

モニタリングを通じて、価格変動リスクの軽減を図っており、業

務・資本提携を含む事業推進目的で保有しているものについては、

取引先の事業環境や財務状況などをモニタリングの上、リスク・

リターン評価などを踏まえた中長期的な経済合理性や将来の見通

しも検証し保有の可否を判断しております。

（ⅳ）デリバティブ取引

デリバティブ取引に関しては、取引の執行、ヘッジ有効性の評

価、事務管理に関する部門をそれぞれ分離し内部牽制体制のもと

で実施しております。

（ⅴ）市場リスクに係る定量的情報

（ア）トレーディング目的の金融商品

当行グループでは、トレーディング目的として保有している

「特定取引資産」のバリュー・アット・リスク（以下「VaR」

という）の算定にあたっては、分散共分散法（債券ディーリン

グの保有期間：１日、債券ディーリングを除く特定取引資産の

保有期間：10日間、信頼区間99%、観測期間１年）を採用し

ております。

平成29年３月31日（当期の連結決算日）現在で当行グルー

プのトレーディング業務の市場リスク量（損失額の推計値）は、

全体で０百万円です。

（イ）トレーディング目的以外の金融商品

当行グループにおいて、主要なリスク変数である金利リスク

の影響を受ける主たる金融商品は、「貸出金」、「有価証券のうち

その他有価証券及び満期保有目的の債券に分類される債券」、

「預金」、「借用金」、「デリバティブ取引のうちの金利スワップ取

引、債券先物取引、債券店頭オプション取引等」です。これら

の金融資産及び金融負債に関するVaRの算定にあたっては、分

散共分散法（円貨：保有期間60日、信頼区間99%、観測期間

５年／円貨のうち債券店頭オプション取引：保有期間・満期ま

での日数、信頼区間99%、観測期間１年／外貨：保有期間20

日、信頼区間99%、観測期間１年）を採用しております。

また、価格変動リスクの影響を受ける株式等に関するVaRの

算定にあたっては、分散共分散法（政策目的：保有期間125

日、信頼区間99%、観測期間５年／純投資・投資信託・特定金

銭信託：保有期間20日、信頼区間99%、観測期間１年）を採

用しております。

平成29年３月31日（当期の連結決算日）現在で当行グルー

プのトレーディング業務以外の市場リスク量は、全体で7,399

百万円です。

なお、計測されたVaRの値については、バックテストによる

検証を定期的に実施しております。バックテスティング（保有

期間１日VaR及び保有期間VaR、信頼区間99%）の結果、使

用するリスク計測モデルは十分な精度により市場リスクを捕捉

しているものと考えておりますが、VaRは過去の相場変動をベ

ースとして統計的に算出した一定の発生確率での市場リスク量

を計測しているため、通常では考えられないほど市場環境が激

変する状況下におけるリスクは捕捉できない場合があります。
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③資金調達に係る流動性リスクの管理

当行グループは、ALMを通して、適時にグループ全体の資金管理

を行うほか、預金、貸出金の満期ミスマッチ管理、流動性を考慮し

た有価証券及び短期金融市場での運用などによって、流動性リスク

を管理しております。

⑷ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がな

い場合には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の

算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条

件等によった場合、当該価額が異なることもあります。また、「２．金

融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契

約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リス

クを示すものではありません。

２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであり

ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式

等は、次表には含めておりません（（注２）参照）。

（単位：百万円）

連結貸借対照表
計上額

時 価 差 額

⑴ 現金預け金 169,874 169,874 ―

⑵ 買入金銭債権（＊１） 3,523 3,523 ―

⑶ 有価証券

　 満期保有目的の債券 12,339 12,779 440

　 その他有価証券 653,524 653,524 ―

⑷ 貸出金 1,456,516

　 貸倒引当金（＊１） △12,011

1,444,505 1,479,991 35,485

資産計 2,283,767 2,319,693 35,925

⑴ 預金 2,150,949 2,150,974 24

⑵ 譲渡性預金 5,342 5,342 0

⑶ コールマネー及び売渡手形 5,048 5,048 ―

⑷ 債券貸借取引受入担保金 2,144 2,144 ―

⑸ 借用金 2,775 2,763 △11

負債計 2,166,259 2,166,273 13

デリバティブ取引（＊２）

ヘッジ会計が適用されていないもの (263) (263) ―

ヘッジ会計が適用されているもの ― (743) △743

デリバティブ取引計 (263) (1,006) △743

（＊１）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除して

おります。なお、買入金銭債権に対する貸倒引当金については、

重要性が乏しいため、連結貸借対照表計上額から直接減額してお

ります。

（＊２）その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括表示し

ております。

デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示

しており、合計で正味の債務となる項目については、（ ）で表示

しております。

（注1）金融商品の時価の算定方法

資 産

⑴ 現金預け金

預け金については、満期のないものであり、時価は帳簿価額と近似

していることから、当該帳簿価額を時価としております。

⑵ 買入金銭債権

買入金銭債権については、約定期間が短期間（１年以内）であり、

時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価として

おります。

⑶ 有価証券

株式は取引所の価格、債券は取引所の価格、合理的に算定された価

格又は取引金融機関から提示された価格によっております。投資信託

は、公表されている基準価格によっております。債券の合理的に算定

された価格については、元利金の合計額を信用リスク相当分を調整し

た利率で割り引いて算定しております。

⑷ 貸出金

貸出金については、元利金の合計額を信用リスク相当分を調整した

利率で割り引いて時価を算定しております。なお、約定期間が短期間

（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額を時価としております。

また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等について

は、見積将来キャッシュ・フローの現在価値又は担保及び保証による

回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は連結

決算日における連結貸借対照表上の債権等計上額から貸倒引当金計上

額を控除した金額に近似しており、当該価額を時価としております。

貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなどの特性によ

り、返済期限を設けていないものについては、返済見込み期間及び金

利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、

帳簿価額を時価としております。

負 債

⑴ 預金、⑵ 譲渡性預金

要求払預金については、連結決算日に要求された場合の支払額（帳

簿価額）を時価とみなしております。また、定期預金の時価は、元利

金の合計額を割り引いて現在価値を算定しております。その割引率は、

新規に預金を受け入れる際に使用する利率を用いております。なお、

預入期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似して

いることから、当該帳簿価額を時価としております。

⑶ コールマネー及び売渡手形、⑷ 債券貸借取引受入担保金

これらは、約定期間が短期間（１年以内）であり、時価は帳簿価額

と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。

⑸ 借用金

借用金については、元利金の合計額を同様の借入において想定され

る利率で割り引いて現在価値を算定しております。なお、約定期間が

短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額を時価としております。

デリバティブ取引

デリバティブ取引については、P72、73の「デリバティブ情報」に記

載しております。

（注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借

対照表計上額は次のとおりであり、金融商品の時価情報の「資産⑶

その他有価証券」には含まれておりません。

（単位：百万円）

区 分 平成29年３月31日

①非上場株式（＊１）（＊２） 2,315

②非上場外国株式（＊１）（＊２） 7

③組合出資金（＊３） 792

合 計 3,115

（＊１）非上場株式及び非上場外国株式については、市場価格がなく、時

価を把握することが極めて困難と認められることから時価開示の

対象とはしておりません。

（＊２）当連結会計年度における減損処理額は、該当ありません。

（＊３）組合出資金のうち、組合財産が非上場株式など時価を把握するこ

とが極めて困難と認められるもので構成されているものについて

は、時価開示の対象とはしておりません。
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（注3）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

（単位：百万円）

１年以内
１年超
３年以内

３年超
５年以内

５年超
７年以内

７年超
10年以内

10年超

預け金 169,874 ― ― ― ― ―

買入金銭債権 3,523 ― ― ― ― ―

有価証券

満期保有目的の債券 200 1,349 789 ― ― 10,000

国債 ― 99 309 ― ― ―

社債 200 1,250 480 ― ― ―

その他 ― ― ― ― ― 10,000

その他有価証券のうち
満期があるもの

81,119 85,755 86,822 73,298 161,324 105,645

債券 74,516 64,347 67,562 60,986 67,687 105,645

国債 21,671 ― 15,274 2,547 23,131 9,053

地方債 41,001 53,269 35,011 51,806 34,908 33,585

社債 11,844 11,077 17,276 6,633 9,646 63,006

その他 6,602 21,407 19,260 12,311 93,636 ―

貸出金（＊） 367,363 287,976 210,352 125,556 123,348 286,106

合 計 622,081 375,082 297,964 198,855 284,672 401,751

（＊）貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等、

償還予定額が見込めない5,968百万円、期間の定めのないもの

49,843百万円は含めておりません。

（注4）借用金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

（単位：百万円）

１年以内
１年超
３年以内

３年超
５年以内

５年超
７年以内

７年超
10年以内

10年超

預金（＊） 2,013,381 132,110 5,457 ― ― ―

譲渡性預金 5,315 27 ― ― ― ―

コールマネー及び売渡手形 5,048 ― ― ― ― ―

債券貸借取引受入担保金 2,144 ― ― ― ― ―

借用金 129 111 34 2,500 ― ―

合 計 2,026,019 132,249 5,491 2,500 ― ―

（＊）預金のうち、要求払預金については、「１年以内」に含めて開示して

おります。

　

（１株当たり情報）
１株当たり純資産額 693円26銭

１株当たり当期純利益金額 17円35銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 17円26銭

（注）1. １株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

純資産の部の合計額 120,687百万円

純資産の部の合計額から控除する金額 4,906百万円

（うち新株予約権） 201百万円

（うち非支配株主持分） 4,705百万円

普通株式に係る期末の純資産額 115,781百万円

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式の数

167,009千株

（注）2. １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

１株当たり当期純利益金額

親会社株主に帰属する当期純利益 2,898百万円

普通株主に帰属しない金額 ―百万円

普通株式に係る親会社株主に帰属する

当期純利益

2,898百万円

普通株式の期中平均株式数 166,994千株

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

親会社株主に帰属する当期純利益調整額 ―百万円

普通株式増加数 842千株

（うち新株予約権） 842千株

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益金額の算定に

含めなかった潜在株式の概要

―

（重要な後発事象）
単元株式数の変更、株式併合及び定款一部変更

当行は、平成29年５月11日開催の取締役会において、平成29年６月

29日開催の第88期定時株主総会に、単元株式数の変更、株式併合及び

定款一部変更について附議することを決議し、同株主総会において承認

されました。

その内容については以下のとおりであります。

１．目的

全国証券取引所は、「売買単位の集約に向けた行動計画」に基づき、平

成30年10月1日までにすべての国内上場会社の普通株式の売買単位

（単元株式数）を100株に統一することを目標としております。

当行は東京証券取引所及び福岡証券取引所に上場する企業としてこの

趣旨を尊重し、当行株式の売買単位を1,000株から100株に変更して対

応することとし、併せて、投資単位を全国証券取引所が望ましいとする

投資単位の水準（５万円以上50万円未満）にするとともに、当行株式を

株主様に安定的に保有いただくことや、株主様の議決権数に変更が生じ

ることがないよう、株式併合（10株を１株に併合）を実施するものであ

ります。

２．株式併合の内容

⑴ 併合する株式の種類

普通株式

⑵ 併合の方法・比率

平成29年10月１日をもって、平成29年９月30日（実質上９月29

日）の最終の株主名簿に記載又は記録された株主様の所有株式数を基

準に、10株につき１株の割合で併合いたします。

⑶ 併合により減少する株式数

株式併合前の発行済株式総数（平成29年３月31日現在） 171,359,090株

株式併合により減少する株式数 154,223,181株

併合後の発行済株式総数 17,135,909株

（注）「株式併合により減少する株式数」は、併合前の発行済株式総数に株

式併合の割合を乗じた理論値です。

⑷ １株未満の端数が生じる場合の処理

株式併合の結果、１株未満の端数が生じた場合は会社法第235条に

基づき一括して処分し、その処分代金を端数が生じた株主様に対して、

端数の割合に応じて分配いたします。

３．単元株式数の変更の内容

平成29年10月１日をもって当行普通株式の単元株式数を1,000株か

ら100株に変更いたします。

単元株式数の変更及び株式併合の効力発生日は平成29年10月１日で

すが、株式売買後の振替手続きとの関係で、平成29年９月27日をもっ

て、東京証券取引所及び福岡証券取引所における当行株式の売買単位が

1,000株から100株に変更されるとともに、株価に株式併合の効果が反

映されることになります。

４．定款一部変更の内容

平成29年10月１日をもって当行普通株式の単元株式数を1,000株か

ら100株に変更するとともに、株式併合による普通株式の発行済株式総

数の減少を勘案し、普通株式の発行可能株式総数を499,142,000株か

ら49,914,200株に変更いたします。

５．単元株式数の変更、株式併合及び定款一部変更の日程

取締役会決議日 平成29年５月11日

定時株主総会決議日 平成29年６月29日

株式併合の効力発生日 平成29年10月１日（予定）

単元株式数の変更の効力発生日 平成29年10月１日（予定）

定款一部変更の効力発生日 平成29年10月１日（予定）

６．１株当たり情報に及ぼす影響

当該株式併合が前連結会計年度の期首に実施されたと仮定した場合の、

当連結会計年度における１株当たり情報は以下のとおりであります。

１株当たり純資産額 6,932円60銭

１株当たり当期純利益金額 173円54銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 172円67銭
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■主要な経営指標等の推移（連結）
（単位：百万円）

科目
平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

(平成24年4月平成25年3月
1日から
31日まで) (

平成25年4月
平成26年3月

1日から
31日まで) (

平成26年4月
平成27年3月

1日から
31日まで) (

平成27年4月
平成28年3月

1日から
31日まで) (

平成28年4月
平成29年3月

1日から
31日まで)

連結経常収益 42,573 42,621 41,910 49,017 44,106

連結経常利益 5,984 8,008 6,701 6,166 4,057

親会社株主に帰属する当期純利益 2,218 4,983 3,316 3,242 2,898

連結包括利益 7,177 4,047 13,458 1,432 2,391

連結純資産額 102,164 106,064 119,098 119,319 120,687

連結総資産額 2,124,420 2,223,361 2,304,264 2,292,796 2,335,305

連結自己資本比率（国内基準）（バーゼルⅡ） 11.60% ─ ─ ─ ─

連結自己資本比率（国内基準）（バーゼルⅢ） ─ 11.15％ 10.22％ 9.32％ 8.07％

　

　

■リスク管理債権（連結）
（単位：百万円）

区分 平成28年3月31日 平成29年3月31日

破綻先債権 2,113 1,847

延滞債権 28,696 27,117

3カ月以上延滞債権 ― ―

貸出条件緩和債権 4,676 6,112

合計 35,486 35,077

　

（注）連結ベースにおいては、「求償債権」を貸出金に準じる資産として計上しております。

■セグメント情報

平成28年度

当行グループは、銀行業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

平成29年度

当行グループは、銀行業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。


